
報道機関 各位               

本市独自の免許法認定講習を実施し、特別支援教育に関する専門性向上を図ります 

～１年間で特別支援学校教諭２種免許状の取得が可能に～ 

本年度から、本市独自で特別支援教育に係る免許法認定講習を実施し、これまで  

２～３年間を要していた免許取得が１年間で可能になります。

この取組により、本市教員の特別支援学校教諭免許状保有率を高め、児童生徒一人

ひとりの教育的ニーズに応じた教育の更なる推進を図っていきます。

記

１ 背 景 

共生社会の形成を目指し、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導や支

援を行うためには、全ての教員が特別支援教育に関する一定の知識・技能を有し、

児童生徒の将来の自立と社会参加に向けた高い指導力を発揮することが求められ

ています。

２ ねらい 

・本市の特別支援教育に関する教員の専門性の向上を図ります。

・本市教員の特別支援学校教諭免許状保有率を向上させます。

３ 目 標 

  ・１年間で８０名の免許取得を目指します。 

【特別支援学校教諭免許状保有率】 達成期限：平成３２年度末

特別支援学校         → 免許状保有率１００％を目指します

特別支援学級及び通級指導教室 → 免許状保有率 ９０％を目指します

・通常の学級の教員についても、本市独自の免許法認定講習の受講を推奨し、特

別支援学校教諭免許取得に向けた環境を整えることで、全ての市立小・中学校

において児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導の充実を図ってい

きます。

記者発表資料  

平成２９年５月３０日（火）

問い合わせ先：指導１課特別支援教育室

担当：山 田・岡 田

電話：８２９－１６６７（内線４０７８）

議題１



議題１

本市独自の免許法認定講習を実施し、特別支援教育

に関する専門性向上を図ります

～１年間で特別支援学校教諭２種免許状の取得が可能に～

さいたま市教育委員会

1



～１年間で特別支援学校教諭２種免許状の取得が可能に～

の を

実施し、 に関する

専門性向上を図ります

平成２９年５月３０日 教育長定例記者会見
指導１課 特別支援教育室
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設置率校

年度

中学校設置校数

小学校設置校数

設置率

25.2%
設置率（本市）

69.7%
設置率（国）

国 78.2%
本市75.0%

本市

86.9%

本市では、一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育推進を図るた
め、平成２１年度から特別支援学級の新増設を進めてきました。

ハード面の
整備
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保有率

全国 ７４．３％

埼玉県 ７０．５％

さいたま市 ９３．４％

■ 特別支援学校教員の免許状保有率（平成２７年度）

保有率

全国 ３０．５％

さいたま市 ５７．６％

■ 特別支援学級担当教員の免許状保有率（平成２６年度）

教員の資質向上

本市では、特別支援教育に関する教職員の専門性向上を図って
きました。その結果、特別支援学校教員の免許保有率は全国や
埼玉県と比較してもトップクラスとなっています。

（埼玉県の公表値はなし）



ご覧のように、本市では、 や

を

平成２９年度は２０教室新増設するなど、特別支援教育を推進してきました。
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平成２９年度からは新たな施策として

を実施し、

を図っていきます！



※１ 平成２８年度までは、埼玉大学・さいたま市共催、埼玉県教育委員会委託の
認定講習を実施していました。 6

講座の日程が重ならないよう工夫し、１年で取得可能に！



■ 本市の特別支援教育に関する教員の専門性の向上を図ります。
■ 本市教員の特別支援学校教諭免許状保有率を向上させます。
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■ 夏季・冬季休業期間に６講座１２日間の講座を実施します。

■ １年間で８０名の免許取得を目指す
■ 特別支援学校教諭免許状の保有率（達成期限：平成３２年度末）

特別支援学校
特別支援学級及び通級指導教室

この取組により、本市教員の特別支援学校教諭免許保有率を高
め、児童生徒一人ひとりに寄り添った教育を推進していきます。

免許状保有率100％を目指す
免許状保有率90％を目指す


